
みよし市における人事行政の運営等の状況について、みよし市人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例（平成１７年三好町条例第３号）第５条の規定に基づき、別添のとおり公表する。

平成２４年２月１日

みよし市長 久 野 知 英

みよし市における人事行政の運営等の状況について

１ 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）平成２２度における職員の任免の状況 （単位：人）

採 用 退 職区分

任命権者 競争試験 選考試験 計
配置換

定年等 その他 死亡 計

市長事務部局等 １２ １８ ３０ ９９ ６ ２１ ２７

教育委員会 １ １ ２ ０ ３ ３ ６

計 １３ １９ ３２ ９９ ９ ２４ ３３

（２）職員数（平成２２年４月１日現在）（単位：人）

区分

任命権者
職員定数 職員数

市長事務部局等 ４７６ ４５１

教育委員会 ５０ ４９

計 ５２６ ５００

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又

は非常勤職員を除いてあります。

２ 職員の給与の状況

（１）人件費の状況（平成２２年度普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人件費率

（平23.4.1） Ａ Ｂ (Ｂ／Ａ)

人

58,216

千円

21,059,640

千円

1,744,151

千円

3,288,464

％

15.6

（注） 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

（２）職員給与費の状況（平成２２年度普通会計予算）

給 与 費 一人当たり
職 員 数

給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 給 与 費

Ａ Ｂ （Ｂ／Ａ）

人

378

千円

1,435,460

千円

463,786

千円

571,937

千円

2,471,183

千円

6,538

（注） 給与費は、平成22年度当初予算の計上額であり、職員手当には退職手当は含まれていない。



３）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

区 分 初 任 給
採用2年経過日

給 料 額

大学卒 178,800円 191,600円
行政職員

高校卒 144,500円 155,700円

（注） 採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が勤務成績が良好と仮定した場合に2

年後に 受けることとなる給料額について掲げたものである。

（４）行政職員の経験年数別平均給料（平成２２年４月１日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大 学 卒 266,433円 295,843円 355,086円

（５）行政職給料表（１）の適用を受ける職員の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

標準的な

職務内容
部長 次長

課長

主幹

課長

補佐
係長 主査

主事

技師

主事、技師、

主事補、技師補

職 員 数 １４人 １８人 ４７人 ５３人 ６３人 ５１人 ６８人 ５１人 ３６５人

構 成 比 3.8％ 4.9％ 12.9％ 14.5％ 17.3％ 14.0％ 18.6％ 14.0％ 100％

（６）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

区 分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢

行 政 職 員 340,057円 446,046円 43.8歳

（７）職種別職員数（平成２２年４月１日現在）

代表的な職種
区 分 合 計

一般行政職 医療職 技能労務職 教育行政職

職 員 数 499人 365人 121人 9人 5人

（８）職員手当の状況（平成２２年度決算額）

期 末 勤 勉

６月期
１．２５月分

（１．０５月分）

０．７０月分

（０．９０月分）

12月期
１．３５月分

（１．１５月分）

０．６５月分

（０．８５月分）

計
２．６０月分

（２．２０月分）

１．３５月分

（１．７５月分）

期末・勤勉

手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

注） （ ）は管理職員の場合である。

自己都合 定年・勧奨

退職手当 平成２２年度中

の一人平均支給

額

１，０９１千円 ２７，９４９千円



支 給 対 象 地 域

みよし市

（医療職給料表（１）

の適用を受ける職員）

みよし市

（左記以外の職員）

名古屋市・豊田市・

東郷町

支 給 率 １５％ ６．５％ ６．５％

支 給 対 象 職 員 数 １４人 ４９５人 ６人

地域

手当

支給対象職員一人当

たり平均支給月額

（平成２２年度決算額）

１１８，９００円 ２０，９９９円 ２４，２９２円

区 分
職員全体に占める手当

支 給 職 員 の 割 合

支給対象職員一人当たり

平 均 支 給 月 額

病 院 事 業 以 外 ３８．３％ ２５７円

病 院 事 業 ８０．７％ ３７，４５４円

計 ４７．７％ １４，３１６円

手 当 の 種 類 １１

支 給 額 の 多 い 手 当 医療手当、夜間看護等手当

特殊勤務手当

多くの職員に支給されている手当 税務手当、夜間看護等手当

支 給 総 額 １７０，２２４千円時 間 外

勤務手当 職員１人当たり支給年額 ４３１千円

区

分

内 容 支給総額 職員一人当た

り支給月額

扶養

手当

配偶者 １３，０００円

配偶者以外 ６，５００円

１６歳から２２歳までの子 １人につき５，０００円加算

５８，５６８千円 ２０，６８１円

住居

手当

借家・借間居住者 １２，０００円を超える家賃の額に応じ

て 最高２７，０００円まで支給
２１，７９４千円 ２１，８８２円

通勤

手当

交通機関利用者 運賃相当額の範囲内 最高５５，０００円

自動車等使用者 自動車等の使用距離に応じて

最高２１，５００円

２３，５５７千円 ４，７８８円

（９）特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

区 分 報 酬 等 の 月 額 期 末 手 当

市 長 ８８１，０００（９３１，０００）円

副 市 長 ７３８，０００（７６８，０００）円

議 長 ４５２，０００ 円

副 議 長 ３４９，０００ 円

議 員 ３０８，０００ 円

６月期 １．４５月分

１２月期 １．５０月分

計 ２．９５月分

※報酬等の月額の（ ）内の金額は、特例条例で減額する前の額を示しています。

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（平成２２年4月1日現在）

正規の

勤務時間
開始時刻 終了時刻 休憩時間

７時間４５分 ８：３０ １７：１５ 12：00～1３：00



（２）休暇の種類（平成２２年4月1日現在）

区分
付与日

数
区分 付与日数 区分 付与日数 区分

付与日

数

年休 20日 忌引 1～7日 骨髄移植
必要と認め
られる期間

妊産中又は出
産後の保健指
導

1日

出産 8週間
父母の祭
日

1日
ボランティア 5日

妊娠中の通勤
緩和

1日1時
間以内

子 の 授
乳

1日2回
30分以
内
結婚 5日 住居滅失 7日 妻の出産 2日

子 の 看
護

５日
公民権行
使

必要と認め
られる期間

交通遮断、退勤途
上の危険回避

必要と認め
られる期間

妻が出産した場
合の育児

5日

生理 ２日
証人等出
頭

必要と認め
られる期間

出産予定 8週間 夏季休暇 5日

（３）育児休業等取得者数（平成２２年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得とした職員数）

（単位：人）

市長事務部局等 教育委員会 計
区 分

男性 女性 男性 女性 男性 女性

育児休業取得者数 0 10 0 0 0 10

部分休業取得者数 0 4 0 0 0 4

計 0 14 0 0 0 14

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１） 職員の分限処分の状況（平成２２年度）

ア 休職の状況 （単位：人）

理由

区分

心
身
の
故
障
の
た
め
、

長
期
の
休
養
を
要
す

る
場
合

刑
事
事
件
に
関
し
起

訴
さ
れ
た
場
合

学
術
に
関
す
る
事
項

の
調
査
、研
究
又
は
指

導
に
従
事
す
る
場
合

外
国
の
政
府
等
の
招

き
に
よ
り
、こ
れ
ら
の

機
関
の
業
務
に
従
事

す
る
場
合

災
害
に
よ
り
、生
死
不

明
又
は
所
在
不
明
と

な
っ
た
場
合

合

計

市長事務部局等 2 0 0 0 0 2

教 育 委 員 会 0 0 0 0 0 0

合 計 2 0 0 0 0 2

イ 職員の意に反する降任・免職の状況 （単位：人）

理由

処分内容

勤
務
実
績
が

良
く
な
い
場

合 心
身
の
故
障

の
た
め
職
務

遂
行
に
支
障

が
あ
る
場
合

職
に
必
要
な

適
格
性
を
欠

く
場
合

廃
職
又
は
過

員
を
生
じ
た

場
合 合

計

市長事務部局等 0 0 0 0 0

教 育 委 員 会 0 0 0 0 0

降

任 計 0 0 0 0 0

市長事務部局等 0 0 0 0 0

教 育 委 員 会 0 0 0 0 0

免

職 計 0 0 0 0 0



（２）職員の懲戒処分の状況（平成２２年度） （単位：人）

処分の種類

処分事由
免職 停職 減給 戒告 合計

給与・任用に関する不正関係 0 0 0 0 0

一般服務違反関係

（職務専念義務違反、職務命令違反等）

0 0 0 0 0

一般非行関係（傷害、暴行等） 0 0 0 0 0

収賄等関係（収賄、横領等） 0 0 0 0 0

道路交通法違反関係 0 0 0 0 0

監督責任関係 0 0 0 0 0

市

長

事

務

部

局

等
小 計 0 0 0 0 0

給与・任用に関する不正関係 0 0 0 0 0

一般服務違反関係

（職務専念義務違反、職務命令違反等）

0 0 0 0 0

一般非行関係（傷害、暴行等） 0 0 0 0 0

収賄等関係（収賄、横領等） 0 0 0 0 0

道路交通法違反関係 0 0 0 0 0

監督責任関係 0 0 0 0 0

教

育

委

員

会

小 計 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0

５ 職員の服務の状況

（１）服務制度に関する研修等の実施状況

地方公務員法に定められた地方公共団体の職員としての義務を周知徹底するため、新規採用職員研修や階層別

研修等において、服務制度に係る研修を実施した。

また、随時、次課長会議や通知文書により、服務規律の徹底を図った。

（２）セクシュアル・ハラスメント対策

市において、セクシュアル・ハラスメント防止要綱等を定め、職員課に相談窓口を設置して職場におけるセク

シュアル・ハラスメントの防止等に努めた。

（３）営利企業等への従事許可の状況（平成２２年度） （単位：件）

区 分 市長事務部局等 教育委員会

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社

その他の団体の役員等を兼ねるもの

０ ０

② 自ら営利を目的とする私企業を営むもの ０ ０

③ ①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するも

の

２２ １

計 ２２ １

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）研修の概要（平成２２年度）

みよし市では、各種研修に積極的に参加し、職員の意識改革・能力開発に努めた。

① 一般研修（階層別研修、体験研修） ２７コース ２８７人

② 特別研修（専門研修、一般教養研修、人事評価研修、視察研修、普通救命講習会）



２２コース ５１９人

③ 派遣研修（自治大学校、市町村アカデミー主催研修、民間等団体主催研修、実務研修生派遣）

３０コース ３３人

④ 自主研修（通信教育助成） １コース ２人

（２）勤務成績の評定の概要

みよし市においては、業績、執務態度、能力を評価し、昇格、昇給等の人事管理及び勤勉手当の成績率の決定等の

基礎資料にしている。

制度の概要 業績、態度、能力の３つの領域で評価を行い、この評価を総合して最終評価

を決定する。最終評価はＳからＤまでの５段階で評価する。

Ｓ：極めて良好である

Ａ：特に良好である

Ｂ：良好である

Ｃ：やや良好でない

Ｄ：良好でない

客観的で公正な評価を行い、評価の信頼度を向上させるため、複数の評価者

で評価する。

評価区分 管理職、監督職、一般職

対象者 全職員（以下の者は除く）

・ 非常勤職員

・ 派遣受入れ職員、休職、病気休暇等により公平な評定が実施困難な職員

評価期間、基準日 評価期間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日

基準日

平成２３年１月１日

評価結果の反映 決定した評語に応じて次のように昇給及び給与に反映している。

１ 平成２３年４月１日の昇給号給数

勤務成績 ５５歳以下 ５６歳以上

Ｓ（極めて良好） ８ ４

Ａ（特に良好） ６ ３

Ｂ（良好） ４

管理職は３

２

Ｃ（やや良好でない） ２ １

Ｄ（良好でない） ０ ０

２ 勤勉手当

評語に応じ、平成２３年度支給の勤勉手当の標準の成績率に４％から△４％

までを乗じる。

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）共済組合負担金（平成２２年度）

執 行 額 一人当たりの負担額

574,912,901円 1,142,968円

（２）職員互助会（平成２２年度）

掛け金 市費補助金額（交付決定額） 会員数

12,204,229円 8,954,363円 556人

（３）安全衛生管理（平成２２年度）

ア 職員健康診断

項目 検診の種類



一般検診（人） 割合（％） 人間ﾄﾞｯｸ（人） 割合（％）

受診者 177 100 326 100

要治療又は精密検査 73 41 264 81

D1 16 9 79 24

D2 57 32 185 57

（備考） Ｄ１：治療を要す者

Ｄ２：精密検査が必要な者

・人数を数えるにあたって、同一職員にＤ１とＤ２があればＤ１の人数に加算した。

・人数には、出産等により実施できない場合の減数があり、実際の職員数とは異なる。

イ 職員の病類別死亡状況

人 数
病 類 別

市長事務部局 教育委員会

割 合

感染症及び寄生虫症 0 0 0

新生物 0 0 0

血液及び造血器の疾患並びに免
疫機構の障害 0 0 0

内分泌、栄養及び代謝疾患 0 0 0

精神及び行動の障害 0 0 0

神経系及び感覚器の疾患 0 0 0

循環器系の疾患 0 0 0

呼吸器系の疾患 0 0 0

消化器系の疾患 0 0 0

皮膚及び皮下組織の疾患 0 0 0

筋骨格系及び結合組織の疾患 0 0 0

尿路性器系の疾患 0 0 0

妊婦分娩及び産じょく 0 0 0

その他 0 0 0

計 0 0 0

（４）職員の災害補償（平成２２年度）

ア 公務災害認定件数

負 傷 疾 病

項 目

自己

職務

遂行

中

出張

中

その他 計

公務上

の負傷

に起因

する疾

病

職業病

その他

公務起

因性の

明らか

な疾病

計

合計

市長事務部局等 1 0 0 1 0 0 0 0 1

教育委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 0 0 0 1

イ 通勤災害認定件数

区 分 出勤途上 退勤途上 合 計

市長事務部局等 0 0 0

教育委員会 0 0 0

ウ 負担金等執行額

区 分 金 額

公務災害補償基金 3,563,555円

※ 金額は、平成２２年度決算額である。


